
多摩川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、多摩川水系においても、我が国の人口や資産が極め
て高度に集積する流域の特徴を踏まえ、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組みを実施していくことで、国管理区間においては、戦後最大洪
水と同規模の洪水に対して堤防からの溢水を回避し、流域における浸水被害の軽減を図る。

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・堰改築、堤防整備、河道掘削、水衝部対策、高規格堤防、
調節池整備、分水路整備、護岸整備 等
・合流部対策の検討・実施
・下水道樋管等のゲート電動化・遠隔操作化等
・下水道施設（雨水幹線・貯留施設・ポンプ施設等の整備）による
浸水対策
・下水道施設の耐水化
・利水ダムにおける事前放流等の実施、体制構築
・市街化調整区域の適正な土地利用
・治水機能の向上のための自然地の保全と農地の保全
・放水路整備、建設中施設の活用による雨水貯留（本運用まで）
・雨水貯留浸透施設整備（校庭貯留、浸透ます・浸水人孔等の設
置、透水性舗装、その他）
・上流域等における森林整備・治山対策
・いのちとくらしを守る土砂災害対策 等

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・自治体との光ケーブル等接続
・危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの設置等
・浸水想定区域の指定
・タイムラインの高度運用の検討
・マイ・タイムラインの取組や取組の推進 等
・ハザードマップ作成・周知、
まるごとまちごとハザードマップの検討
・小学生を対象とした水防災教育の実施
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進等
・自治体職員対象の排水ポンプ車運転講習会
・移動式排水設備（排水ポンプ車等）の整備・運用
・下水道施設の耐水化
等

■被害対象を減少させるための対策
・止水板設置工事助成交付要綱
・立地適正化計画の作成・検討
・土のう等の備蓄資材の配備等
等

位置図

多摩川

※上図において、氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策には危機管理対策等は含まれ
ていない。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

※河川管理上必要な河道掘削や樹木伐採を実施する場合がある。

河道掘削

放水路整備、
建設中施設の活用による雨
水貯留（本運用まで）

堤防整備

堤防整備

水衝部対策等

高規格堤防（戸手地区）

水衝部対策

堤防整備

河道掘削

大丸用水堰改築

水衝部対策

水衝部対策

堤防整備

堤防整備

堤防整備

水衝部対策

羽村取水堰改築

水衝部対策

堤防整備

玉の内川

二ヶ領本川

調節池整備、
河道拡幅

堤防整備

調節池整備、
河道掘削

調節池整備、
河道掘削

護岸整備、河道拡幅

護岸整備、河道掘削

護岸整備、河道拡幅

護岸整備、
河道拡幅、
河道掘削

分水路整備、
護岸整備等

護岸整備、
河道拡幅、
河道掘削

護岸整備、
河道拡幅、
河道掘削

河道拡幅、河道掘削

【東京都】

【東京都】

【東京都】

【神奈川県、川崎市】

【東京都】

【東京都】

【東京都】 【東京都】

【東京都】

東京都

神奈川県

護岸整備

河道掘削、横断
工作物の改築等

昭和用水堰改築

【東京都】

水衝部対策

堤防整備

大田区

世田谷区

三鷹市

調布市

狛江市

府中市

小金井市

小平市

国立市

立川市
昭島市

福生市

武蔵村山市

瑞穂町

羽村市

日の出町

八王子市

青梅市

あきる野市

日野市

多摩市
稲城市 多摩区

宮前区

中原区

幸区

川崎区

（川崎市）

（川崎市）

（川崎市）

（川崎市）

（川崎市）

檜原村

国分寺市

武蔵野市

奥多摩町

丹波山村

小菅村

凡 例

国管理区間における浸水範囲

（戦後最大洪水に対する想定氾濫解析）

国管理区間

山梨県

甲州市
小河内ダム

事前放流等
の実施、
体制構築

【国、東京都、
神奈川県】

沿川に市街地が集積する
多摩川流域

いのちとくらしを守る
土砂災害対策

森林整備・
治山対策

【東京都、神奈川県、
山梨県】

【山梨県】

白丸調整池ダム

大丸用水堰の改築

土のうステーション（大田区）

マイ・タイムライン講習会
自治体職員対象の

排水ポンプ車運転講習会

要配慮者利用施設の
避難確保計画作成の促進

【福生市他、国、東京都、神奈川県、山梨県、
世田谷区、調布市、青梅市、狛江市、昭島市、
稲城市、川崎市、羽村市、大田区、府中市】

【国】

【国】
【国】

【東京都】

【川崎市】

【国】

【国、神奈川県、
川崎市】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

浸水想定区域（浸水深0.5m以上の区域）
を居住誘導区域から除外
（立地適正化計画）

【八王子市】

土のう等の備蓄資材の配備等

【大田区、世田谷区、調布市、川崎市、
狛江市、稲城市、羽村市,、多摩市】

止水板設置工事
助成交付要綱

【三鷹市、調布市、
八王子市、狛江市】

移動式排水設備（排水ポンプ車等）の整備・運用

【国、川崎市、大田区、世田谷区、狛江市、日野市、国立市】

ハザードマップの作成・周知

【神奈川県、各市区町村】

まるごとまちごと
ハザードマップの検討

【世田谷区、調布市、狛江市、多摩市、
昭島市、羽村市、立川市、府中市、
日野市、稲城市】

マイ・タイムラインの取組や取組の推進

【東京都、神奈川県、山梨県、川崎市、大田区、

世田谷区、府中市、調布市、狛江市、多摩市、稲城市、
青梅市、羽村市、日野市、国立市】

タイムラインの高度運用

【国、東京都、神奈川県、川崎市、大田区、

世田谷区、府中市、調布市、狛江市、八王子市、
日野市、多摩市、立川市、昭島市、国立市、
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、稲城市】

小学生を対象とした
水防災教育の実施

【東京都、神奈川県、川崎市、
世田谷区、日野市、青梅市、
稲城市、多摩市、羽村市、あきる野市】

自治体との光ケーブル接続

【国、東京都、神奈川県、川崎市、
大田区、調布市、世田谷区】

自治体職員対象の排水ポンプ車運転講習会

【国、市区町村】
危機管理型水位計・

簡易型河川監視カメラの設置等

【国、神奈川県】

森林整備

【森林整備センター】

堤防整備

【国】雨水幹線等の整備

【東京都】

防潮堤耐震対策

【東京都】

雨水貯留浸透施設整備

【東京都、世田谷区、三鷹市、立川市、
府中市、調布市、狛江市、国分寺市、
武蔵野市、甲州市、日の出町、
八王子市、国立市、小金井市 】 海

老
取
川

【神奈川県、川崎市】

●グリーンインフラの取り組み 詳細次ページ
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高津区

（川崎市）

堤防整備
【国】

合流部対策

立地適正化計画の作成

立地適正化計画の検討

【八王子市、福生市、狛江市】

【日野市、調布市、川崎市】

護岸整備

R3.3策定
R6.3更新

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【東京都】

【国】

【国】

【東京都】

ポンプ施設の整備

【狛江市】

五反田川放水路の本運用



事前放流等の実施
体制構築

小河内ダム

【国、東京都、神奈川県】 白丸調整池ダム

河道掘削

水衝部対策

昭和用水堰改築
【国】

護岸整備
河道拡幅
河道掘削

【東京都】

護岸整備
河道拡幅
河道掘削

【東京都】

護岸整備、河道拡幅
【東京都】

調節池整備
河道掘削

【東京都】

調節池整備
河道掘削

【東京都】

分水路整備
護岸整備等

【東京都】

【東京都】

護岸整備

【東京都、神奈川県、山梨県】

いのちとくらしを守る
土砂災害対策

護岸整備、河道掘削
【東京都】

放水路整備
建設中施設の活用による雨
水貯留（本運用まで）

【川崎市】

堤防整備
【国】

堤防整備

【国】

河道掘削

【国】

堤防整備

【国】

堤防整備
【国】堤防整備

【国】

水衝部対策等
【国】

高規格堤防（戸手地区）
【国】

森林整備

【森林整備センター】

堤防整備
【国】

雨水幹線等の整備
【東京都】

防潮堤耐震対策
【東京都】

調節池整備
河道拡幅

【東京都】

【国】

河道拡幅、河道掘削

【川崎市、神奈川県】

堤防整備
【国】

水衝部対策

【国】

堤防整備
【国】

護岸整備、河道拡幅

【東京都】

羽村用水堰改築
【国】

水衝部対策

【国】

【東京都】

河道掘削
横断工作物の改築等

【東京都】

護岸整備
河道拡幅
河道掘削

【国】

堤防整備

【国】

大丸用水堰改築

水衝部対策
【国】

水衝部対策
【国】

堤防整備

水衝部対策
【国】

干潟再生

干潟再生

干潟再生

礫河原再生

礫河原再生

礫河原再生

礫河原再生

水辺の楽校による
環境学習

水辺の楽校による
環境学習

水辺の楽校による
環境学習

水辺の楽校による
環境学習

水辺の楽校による
環境学習

水辺の楽校による
環境学習

かわまちづくり
かわまちづくり

かわまちづくり

魚道整備

大田区

世田谷区

三鷹市

調布市

狛江市

府中市

小金井市

小平市

国立市

立川市
昭島市

福生市
武蔵村山市

瑞穂町
羽村市

日の出町

八王子市

青梅市

あきる野市

日野市

多摩市

稲城市

檜原村

国分寺市
武蔵野市

奥多摩町 東京都

多摩区
（川崎市）

高津区
（川崎市）

幸区
（川崎市）

川崎区
（川崎市）神奈川県

宮前区
（川崎市）

中原区
（川崎市）

甲州市

丹波山村

小菅村

山梨県

浅川

大栗川

乞田川

平井川

秋川

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。多摩川リバーミュージアム(TRM)礫河原再生

永田

自然再生(カワラノギクプロジェクト）福生水辺の楽校

位置図
多摩川

●自然環境の保全・復元などの自然再生
・礫河原再生、干潟再生
・魚道整備
・ツバメの集団ねぐらの保全
・レンリソウ生育環境の保全

●魅力ある水辺空間・賑わい創出
・かわまちづくり
・水辺の賑わい
・都市再生整備計画（二子玉川駅周辺地区）

●治水対策における多自然川づくり
・整備における生物の多様な生育環境の保全・創出（護岸の
覆土、緑化等）
・地域と連携した多自然川づくり
・河川景観の再生・創出

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・TRM現地情報拠点の活用
・歴史文化関連イベントの開催
・環境学習支援
・河川環境学習、水辺の楽校による環境学習
・民間協働による水質調査
・外来種駆除
・森林整備・森林保全活動
・斜面緑地の保全

〇多摩川はその源を山梨県甲州市の笠取山に発し、途中多く支川を合わせながら東京都の西部から南部を流下し、東京都と神奈川県の都県境を流れ東京湾に注ぐ、一級河川であり、
首都圏における社会、経済、文化等の基盤をなすとともに、都市地域における貴重な自然空間を有している。多摩川沿川では昭和30年代から急激な都市化が進行する中で、地域
社会における河川敷の利用と自然環境の保全のあり方が重要な課題となった。このため、昭和55年（1980年）に全国初の河川環境管理計画が策定され、多摩川らしさを実現する
ガイドラインとして誕生した。

○多摩川らしい豊かな自然環境を保全・再生するため今後概ね10年間で魚道の整備、中流部レキ河原再生、干潟再生等の多摩川らしい自然環境の復元を実施するとともに、首都圏
の貴重なオープンスペースにおいて魅力ある水辺空間・賑わい創出のため、地域と連携し、かわまちづくりや水辺の楽校の推進等、自然環境が有する多様な機能を活かすグリー
ンインフラの取組を推進する。

●グリーンインフラの取り組み 『多摩川らしい自然環境の保全・再生及び人と川のふれあい関連事業の推進』

多摩川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

【全域に係る取組】
・地域のニーズを踏まえ、潤いと安らぎのある河川空間の保全

凡 例

国管理区間

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

グリーンインフラメニュー

【多摩市、国】
【大田区、国】

【川崎市、国】

地域と連携した多自然川づくり

【山梨県】

森林整備
治山対策

森林整備

【東京都】

●健全なる水循環系の確保
・雨水貯留浸透対策の強化

雨水貯留浸透対策の強化

都市再生整備計画
（二子玉川駅周辺地区）

【世田谷区】

【東京都、大田区、三鷹市、府中市、日野市、
国分寺市、武蔵村山市、町田市、青梅市、

武蔵野市、国立市、多摩市、稲城市、昭島市、
羽村市、瑞穂町、小金井市、川崎市、甲州市、
日の出町、世田谷区、小平市、狛江市、
立川市、調布市、八王子市、福生市】

森林整備

水辺の楽校による
環境学習

護岸整備
【神奈川県、川崎市】

【国】

【国、神奈川県、川崎市】

合流部対策

堤防整備
【国】

水衝部対策

雨水貯留浸透施設整備
【東京都、世田谷区、三鷹市、立川市、
府中市、調布市、狛江市、国分寺市、

武蔵野市、甲州市、日の出町、八王子市、
国立市、小金井市 】

斜面緑地の保全
【神奈川県、山梨県】

2

聖蹟桜ヶ丘かわまちづくり(多摩市)

R5.3更新



多摩川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中長期

氾濫を
できるだけ
防ぐ・減らす
ための対策

多摩川緊急治水対策プロジェクト
(堤防整備、堰改築、河道掘削）

京浜河川事務所

堤防整備
（無堤、弱小堤）

京浜河川事務所
神奈川県

護岸整備等、分水路整備、調節池整備 東京都

多摩川と平瀬川の合流部対策の検討・実施
京浜河川事務所
神奈川県、川崎市

水衝部対策
防潮堤耐震対策

京浜河川事務所
東京都

下水道施設（雨水幹線・貯留施設・ポンプ施
設等の整備）による浸水対策

東京都、川崎市、狛
江市

いのちとくらしを守る土砂災害対策
東京都、神奈川県、
山梨県

利水ダムにおける
事前放流等の実施、体制構築

京浜河川事務所
東京都、神奈川県

放水路整備、建設中施設の活用による雨水貯
留（本運用まで）

川崎市

雨水貯留浸透施設整備
都
市区町

被害対象を
減少させる
ための対策

浸水想定区域（浸水深0.5m以上の区域）を居
住誘導区域から除外（立地適正化計画）

八王子市

被害の軽減、
早期復旧・

復興のための対
策

タイムラインの高度運用
マイ・タイムラインの取組推進

京浜河川事務所、東
京都、神奈川県、市
区

要配慮者利用施設（認可保育園）の避難対策 福生市

いのちとくらしを守る土砂災害対策

治水協定に基づく事前放流等の実施

合流部対策の検討、実施

雨水貯留浸透施設整備

タイムラインの高度運用、マイ・タイムラインの取組推進

浸水想定区域（浸水深0.5m以上の区域）を居住誘導区域から除外（立地適正化計画）

多摩川中・下流部河道掘削、
大丸用水堰改築

二子玉川堤防整備 完成

多摩川高水護岸、
支川

年1回の避難訓練で適宜計画見直し

協定締結
避難確保計画策定

建設中施設の活用による雨水貯留暫定供用 放水路本運用

完成

下水道施設（雨水幹線・貯留施設等の整備）による浸水対策

多摩川中・上流部、支川

気候変動を踏まえた
さらなる対策を推進

■河川対策
全体事業費 約９６５億円
対策内容 堰改築、堤防整備、河道掘削、水衝部対策、高規格堤防、調節池整備、分水路整備、護岸整備、防潮堤耐震対策 等

■砂防対策
対策内容 いのちとくらしを守る土砂災害対策 等

■下水対策
全体事業費 約３３０億円

対策内容 下水道樋管等のゲート電動化・遠隔操作化、下水道施設の耐水化、下水道施設（雨水幹線・貯留施設等の整備）による浸水対策

※都県管理河川については、補助と交付金に係る当面の事業費を計上している。

〇多摩川では、多摩川流域の特徴を踏まえ、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、都、県、市区町村が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推
進する。

【短 期】多摩川緊急治水対策プロジェクトに基づき、浸水被害の軽減に向けた対策を加速化させるため、多摩川中下流部における河道掘削や堰改築、溢
水箇所等の堤防整備を実施。支川においても分水路・調節池整備、下水道の雨水幹線等の整備を実施。合わせて、建設中施設の活用による雨水貯
留等の他、雨水貯留浸透施設整備、要配慮者支援施設の避難対策といった被害の軽減に寄与する対策を実施する。

【中長期】さらに多摩川流域全体の安全度を向上させるため、上流部や支川も含めて、河道掘削、堰改築や堤防整備のほか、合流部対策の検討・実施を行
う。合わせて、放水路の運用、雨水貯留浸透施設整備、要配慮者支援施設の避難対策といった被害の軽減に寄与する対策を実施する。

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。 ※■■■■■：対策実施に向けた調整・検討期間を示す。

3

R3.3策定
R6.3更新

野川大沢調節池
（規模拡大）完成

（令和3年稼働開始） 谷沢川分水路完成



多摩川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中長期

グリーンインフラ
の取組

自然環境の保全・
復元などの自然再生

礫河原再生、干潟再生
魚道整備

京浜河川事務所

ツバメの集団ねぐらの保全
レンリソウ生育環境の保全

府中市

健全なる水循環系の確保 雨水貯留浸透対策の強化
都
市区町

治水対策における
多自然川づくり

整備における生物の多様な生育環境の保全・
創出（護岸の覆土、緑化等）
地域と連携した多自然川づくり
河川景観の再生・創出

京浜河川事務所
東京都、神奈川県、
八王子市、川崎市

魅力ある水辺空間・
賑わい創出

かわまちづくり
（聖蹟桜ヶ丘・羽田空港跡地・川崎市）

多摩市・京浜河川事務所
大田区・京浜河川事務所
川崎市・京浜河川事務所

水辺の賑わい創出
都市再生整備計画（二子玉川駅周辺地区）

川崎市、世田谷区、
八王子市、府中市

自然環境が有する
多様な機能活用の取組

TRM現地情報拠点の活用
歴史文化関連イベントの開催
環境学習支援

京浜河川事務所

河川環境学習、水辺の楽校による環境学習

世田谷区、大田区、青梅市、
福生市、昭島市、立川市、
府中市、調布市、狛江市、
稲城市、多摩市、日野市、
八王子市、あきる野市、
羽村市、川崎市、小菅村

民間協働による水質調査 八王子市、日野市、福生市

外来種駆除
青梅市、狛江市、調布市、
八王子市、日野市、府中市

森林整備、樹林保全活動
山梨県、東京都、小平市
森林整備センター

斜面緑地の保全
（いのちとくらしを守る土砂災害対策）

神奈川県、山梨県

気候変動を
踏まえた

さらなる対策
を推進

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

聖蹟桜ヶ丘

羽田空港跡地

川崎市 環境学習等ソフト対策

都市再生整備計画
（二子玉川駅周辺地区）

4

R5.3更新



中高頻度（1/30）の
浸水が解消

中高頻度（1/30）の
浸水が解消

中高頻度（1/30）の
浸水が解消

多摩川水系流域治水プロジェクト
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

短期整備効果（国直轄区間） ： 河川整備率 約96％→約97％（整備計画規模）

○多摩川緊急治水対策プロジェクトにおいて、令和６年度までに多摩川中下流部での河道掘削、大丸用水堰改築、二子玉川地区の堤防整備を完了するこ
とにより、令和元年東日本台風と同規模の洪水に対し、二子玉川地区における浸水被害の解消を図るとともに、計画高水位を超過した大丸用水堰から下
流の区間において水位を低下させ、多摩川からの氾濫を防止。

整備区間・内容 短期 中長期(～R１２)

①大丸用水堰
堰対策

（河道掘削込み）
②昭和用水堰

③羽村用水堰

④多摩川中・下流部 河道掘削

⑤二子玉川地区 堤防整備（無堤部）

⑥多摩川・浅川 堤防整備

⑦多摩川・浅川 水衝部対策

100%

100%
100%

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

Ｒ３

5

60%

④河道掘削

⑥堤防整備

⑦水衝部対策等

⑥堤防整備
（高規格堤防・戸手地区）

⑦水衝部対策

④河道掘削

①堰改築
（大丸用水堰）

⑦水衝部対策

⑧水衝部対策

⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑧水衝部対策

③堰改築（羽村用水堰）

⑧水衝部対策

海
老
取
川

玉の内川

⑤堤防整備
（無堤部）

東京都

神奈川県

②堰改築
（昭和用水堰）

⑦水衝部対策 大田区

世田谷区

三鷹市

調布市

狛江市

府中市

小金井市

小平市

国立市

立川市

昭島市

福生市

武蔵村山市

瑞穂町

羽村市

日の出町

八王子市

青梅市

あきる野市

日野市

多摩市

稲城市
多摩区
（川崎市）

宮前区
（川崎市）

高津区
（川崎市）

中原区
（川崎市）

幸区
（川崎市）

川崎区
（川崎市）

国分寺市

武蔵野市

実施箇所・対策内容

⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑥堤防整備⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑥堤防整備

⑧水衝部対策

⑦水衝部対策

⑥堤防整備

⑦水衝部対策

短期実施メニュー：赤字
整備計画メニュー(中長期) ：緑字

⑥堤防整備

注 ： 洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第4版）に基づき、
多摩川（直轄管理区間）が氾濫した場合に、浸水深が
０ｃｍより大きい浸水範囲をシミュレーションにより予測し
たものである。

注 ： 想定最大規模については、平成２８年５月に公表した洪
水浸水想定区域図である。

注 ： 外水氾濫のみを想定したものであり、内水氾濫を考慮し
た場合には浸水範囲の拡大や浸水深の増大が生じる場
合がある。

注 ： 国直轄事業の実施によるものであるが、今後の事業進
捗によって変更となる場合がある。

算出の前提となる降雨
多摩川流域の48時間総雨量

高 頻 度 （１／１０）：286mm
中高頻度（１／３０） ：355mm
中頻度（１／５０） ：385mm
中低頻度（１／１００）：422mm
低頻度（１／２００） ：457mm
想定最大規模 ：588mm

進捗と効果（R4.3版）

【短期整備完了時】
①大丸用水 堰対策 100%
④多摩川中・下流 河道掘削 100%
⑤二子玉川地区 堤防整備 100%
⑥多摩川・浅川 堤防整備 約83%
⑦本川（下流部）水衝部対策 約60%

短期

R7.3末

現状

R3.5末

Ｒ１２



多摩川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

『防災性の向上を重点的に検討する「防災環
境形成エリア」の設定（立地適正化計画）』

■取組の概要
【狛江市】
立地適正化計画では、浸水想定区域も居住誘導区域に含
めて設定していますが「防災環境形成エリア」として位置付
けを行い、防災性の向上を重点的に検討する区域としてい
ます。

『タイムライン高度運用の検討』

6

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

『調節池整備』

■取組の概要
【東京都】
⚫ 野川において、年超過確率1/20規模の降雨への対応とし
て、洪水の一部を貯留する調節池を整備します。

調節池で洪水のピーク部分をカットすることにより、洪水流
量を効果的に低減させます。

位置図

野川大沢調節池（規模拡大）
○既存の野川大沢調節池（掘込式）を約３ｍ掘り下げることで、現
況の貯留量から約6.8万m3拡大し、完成後は約15.8万m3の貯留量
を確保

⇒ 令和３年１１月稼働開始

■多摩川タイムライン運用確認訓練

※防災環境形成エリア：
多摩川・野川の洪水時の想定浸水深
3.0m以上（想定最大規模・計画規模）
、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流・
河岸侵食）を含む周辺エリア

■取組の概要
⚫ 近年の頻発化、激甚化する水災害発生状況を踏まえ、防
災関係機関の連携による具体的で詳細な防災行動計画
（タイムライン）策定に向けた「多摩川タイムライン検討部
会」（令和3年度より大規模氾濫減災協議会に位置付け）
を推進

⚫ 多摩川タイムラインは、R５年度から多摩川流域タイムライ
ンとして運用する予定であり、R４年度はWeb会議を活用し、
従来より取組まれている情報伝達・ホットラインのさらなる
充実に向けた取組として、タイムライン訓練において、危
機感共有会議及びホットラインのWEB会議の試行を行っ
た。（鶴見川・相模川の関係機関においても任意参加）

【令和4年度の取組】

R6.3更新

整備後(取水堰) 整備後(本体)

（概ね５か年後）

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

高齢者等避難の実効性の確保山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策

（令和5年7月末時点）（令和4年度実施分）（令和5年度末時点）

整備率：97％ 0市町村 351施設 （令和5年度実施分）

1箇所

（令和5年度完成分）

0施設砂防関係施設の
整備数

治山対策等の
実施箇所

1市町村
（令和5年9月末時点）

40河川

（令和5年9月末時点）

15団体

洪水浸水想定区域

内水浸水想定区域 個別避難計画

（令和5年9月末時点）

（令和5年1月1日時点）

25市町村

避難確保
計画

601施設

3,611施設

土砂

洪水

※施工中 8施設


